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2018年市議会9月通常会議 請願 
 

請願第 2号 沖縄県民の民意と地方自治を尊重し、国が沖縄県に対して名護市辺野古の米軍新基地

建設の工事にかかる損害賠償請求をしないことを求める意見書を提出するよう求める

請願 
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沖縄県民の民意と地方自治を尊重し、国が沖縄県に対して名護市辺野古の米軍新基地建設の

工事にかかる損害賠償請求をしないことを求める意見書を提出するよう求める請願 

【紹介議員：共産党】 

 

 政府は、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設をめぐって、「沖縄県が名護市辺野古の埋め立て承

認を撤回した場合、工事の遅延損害金が１日約 2,000 万円発生するとの見積もりをまとめ、撤回処

分の是非を巡る行政訴訟で政府が勝訴した場合に、沖縄県に損害賠償請求することを検討している。」

（８月 20日毎日新聞）ことが判明しました。 

 これは、政府の意に沿わない自治体に対して、賠償を請求することで自治体を萎縮させ、憲法の保

障する地方自治を破壊する動きにほかならず許されません。 

 辺野古への米軍新基地建設に対して、当該の沖縄県民はこれまでの国政選挙・地方選挙において、

明確に「反対」の意志を表明しています。２月４日投開票された名護市長選挙においても、当選した

渡具知武豊氏は選挙戦を通じて、辺野古新基地の問題を一切語らず、市長選挙の出口調査において

も６割以上の名護市民が「辺野古新基地建設反対」と答えており、名護市民は辺野古新基地を受け入

れていないことが改めて明らかになっています。 

 沖縄県の辺野古埋立て承認の撤回に向けた一連の手続きは、故翁長雄志沖縄県知事が政治家とし

ての公約と各選挙において示された名護市辺野古の米軍新基地建設反対の民意に基づいて、自治体

が行った至極当然の行為です。首長は、その政治理念に基づいて政策を実現するための政治活動を

行う自由があり、自治体は民意の裏付けに基づき政策を決定する自己決定権があります。 

 いうまでもなく、日本国憲法の定める「地方自治の本旨」（第 92 条）は、「住民自治」（第 93 条）

と「団体自治」（第 94 条）を核心とした、何人も犯すことの出来ない憲法原則であり、沖縄県の進め

る埋立て承認の撤回は、選挙での民意で示された住民自治や、沖縄県の団体自治に基づきおこなわ

れています。しかし、政府が検討していると報道される沖縄県に対する損害賠償請求は、この憲法原

則すら無視するものです。 

 こうした政府の沖縄県に対する損害賠償請求の検討は、昨年３月 27 日の菅義偉官房長官による当

時の翁長雄志沖縄県知事個人への賠償請求検討表明以降２度目です。このような政府による自治体

に対する損害賠償請求は、日本国憲法の規定する「地方自治の本旨」を踏みにじるもので、本土のす

べての自治体や議会にとって「明日はわが身」といえるものです。 

 安倍首相も菅官房長官も、常々、沖縄の米軍基地の負担軽減については、沖縄の声を聞き、丁寧に

説明をすると述べています。そうであるならば、政府は真摯に沖縄県民の民意に向き合い、憲法に保

障された地方自治を尊重し、沖縄県への賠償請求について、検討も含めて止めるべきです。この問題

は決して沖縄県のみに留まらず、日本の民主主義と地方自治の根幹にかかわるものです。本土の自

治体、議会が無関心や沈黙を決め込んではなりません。 

 よって、大津市議会として下記請願項目について国に対して意見書を提出するよう請願します。 

 

請願項目 

 大津市議会として、国に対し、沖縄県民の民意と地方自治を尊重し、国が沖縄県に対して名護市辺

野古の米軍新基地建設の工事にかかる損害賠償請求をしないことを求める意見書を提出すること。 

 

請願者：市民５名 
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